
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 3年度当初予算令和03 通常 令和03 03 04
0101020105 秋田の未来につながるふるさと定着回帰戦略

02 若者の県内定着・回帰と移住の促進による秋田への人の流れづくり若年女性の県内定着促進事業
きめ細かなサポートによる大学生等の県内定着・回帰促進01

あきた未来創造部　 次世代・女性活躍支援課 女性活躍・両立支援班 1555 信田　真弓 福田　惇雄

令和03 令和99

　本県の人口の社会減は、これまでの取組の成果に加え、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い県 　若年女性に魅力ある職場づくりを推進するために、企業経営者の意識醸成を図りながら、ライフス
外転出が大きく抑制されたことなどもあり、2,000人台となったところであるが、依然として若年女 タイルに応じた柔軟な働き方の導入や女性管理職の登用促進など、若年女性の定着につながる企業の
性の県外流出が多いことが課題であり、このことが出生数などの自然動態にも影響を与えている。 増加を図る。
　これまで女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を支援した結果、努力義務企業の計画
策定数や比率において東北で一位となるなど女性活躍に意欲的に取り組む企業が増えているものの、
計画の内容は取り組みやすい項目を目標に定めている企業も多く、柔軟な働き方の導入や、女性管理 ● ○
職の登用の促進など、若年女性の県内定着につながる魅力ある職場環境の整備を推進する必要がある
。

県

県内企業、県民

□ ■ R02 10

　経済団体への委託により、県内企業への対応をワンストップで行う「あきた女性活躍・両立支援セ
□ ■ □ □ ンター」を引き続き設置し、女性活躍・両立支援推進員の企業訪問による柔軟な働き方の導入や女性

□ 総合政策審議会ふるさと定着回帰部会 管理職の登用など、若年女性に魅力ある職場環境づくりを推進するよう普及啓発等を実施するほか、
県内中小企業に対しアドバイザーを派遣し、一般事業主行動計画の策定支援による計画の質の向上を
図るなど、若年女性に魅力ある職場づくりへの指導・助言等を行う。

　若者の県内就職を促進するため、県内企業の情報発信力や学卒等の採用力の向上に向けた支援を行
うべきとの意見がある。

　若年女性に魅力ある職場づくりを推進するためには、企業への働きかけが重要であり、これまで実施してきた「あきた女
性活躍・両立支援センター」における企業訪問等により蓄積された企業情報、ノウハウを活用することにより、柔軟な働き
方の導入や女性管理職の登用といった若年女性に魅力ある職場づくりの促進を効果的、効率的に行うことができる。

0 80 3 0 4 0 60 5 0 7

若年女性に魅力ある職場づくり促進事業 企業訪問により法に基づく取組の啓発や実践の働きかけを行うとともに、アドバイザーを
02 派遣し法に基づく一般事業主行動計画の策定支援を行うなどの企業サポートを実施する。      21,899      21,899      21,899      21,899     21,899      21,899             0
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６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

　企業に対し女性に魅力ある職場づくりを支援することにより、若年女性の定着につなが

る企業の増加が図られる。

支援を通じて女性登用や子育てしやすい環境整備を目標に設定した行動計画数

●本事業の支援を通じて、女性の登用や子育てしやすい環境整備を目標に設定し

○た企業の行動計画策定数（年度末）

01 0 2 03 04 0 5 0 6 0 7
        50        55        60        65         70                                 

        40          

                    本事業における一般事業主行動計画策定支援に係る実績報告書

                    

○ ● ○0 4

●
○

0 40 1 0 2 0 3 0 5 0 6 0 7
                                                                                   

                    

                    

                    

● 0 0 ○ ○

　これまでの支援により、一般事業主行動計画の策定企業数は順調に増えているものの、
その取組内容は、従業員への制度周知など、短期的に改善できるものが多く見られ、若年
女性に魅力ある企業として求められる多様な労働条件の整備などの職場環境が未だ十分に
整っておらず、質の高い魅力ある職場づくりに取り組む企業への支援を行う必要がある。

　秋田県総合政策審議会ふるさと定着回帰部会において、若者の県内就職を促進するため
、県内企業の情報発信力や学卒等の採用力の向上に向けた支援を行うべきとの意見があり
、若年女性に魅力ある職場環境の整備は、企業のイメージアップが図られ、情報発信力や
採用力の向上につながるため、必要な支援である。

■□ □
□

　若年女性の県内定着の促進は県全体で取り組む必要があるほか、これまでの支援で蓄積
してきたノウハウや企業情報を活用することで、効果的に若年女性に魅力ある職場環境の
整備に向けた支援を行うことが可能である。

○ ○


